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  産業廃棄物のリサイクル事業と外部効果の推計* 








































                                                     
* 本アンケート調査は関西電力(株)の協力・援助のもとに実施された。 
1) 大阪大学大学院国際公共政策研究科 博士後期課程 
2) 大阪大学大学院国際公共政策研究科 研究員 






























 平成12 年度に企業から排出されたごみは、全国で 5,000 万トンにのぼる。このうち、近畿圏で
は、245箇所の産業廃棄物最終処分場があり、年間 680万トンのごみが搬入されている。これは全























































































































表 1 サンプルの概要 
年齢(歳） 人数(人） 割合（％） 年齢(歳） 人数(人) 割合（％）
全サンプル数 38 100 162 100
性別 男 11 28.9 57 35.2
女 25 65.8 104 64.2
無効回答 2 5.3 1 0.6
年齢 平均 18.4 40
職業 会社員 3 7.9 41 25.3
公務員 0 0 8 4.9
自営業 0 0 6 3.7
大学生(自宅) 10 26.3 9 5.6
大学生(下宿) 11 28.9 1 0.6
学生(小中高) 8 21.1 17 10.5
パート 2 5.3 7 4.3
無職 0 0 51 31.5
その他 4 10.5 19 11.7


































残余年数 1　知っている 6 15.8 40 24.7
2　知らない 19 50.0 97 59.9
3　聞いたことがある 13 34.2 26 16.1
産廃再利用 1　知っている 2 5.3 60 37.0
2　聞いたことがある 6 15.8 46 28.4
3　知らない 26 68.4 57 35.2
産廃エコレンガ 1　知っている 2 5.3 39 24.1
2　聞いたことがある 1 2.6 33 20.4
3　知らない 31 81.6 100 61.7
無焼成エコレンガの販売1　知っていた 1 2.6 42 25.9
















図 1 無焼成エコレンガを利用した施設に対するイメージ 
 


















施策実施前の回答者の間接効用関数： );,'( CYQV  
施策実施後の回答者の間接効用関数： );,''( CTYQV −  
 
このような環境改善政策に回答者がYesと答える時、間接効用関数に以下の関係が成立している。 
                                                     






















































ただし、 );,'();,''( CYQWCTYQWW −−=∆ , ηG は ''' εεη −= の累積密度関数である。 











TCW bid lnββα ++=∆  




ii YespryYespryL ))(1ln()1()(lnln  
i =1, …， n  
ここで yは Yes と答えたときに１となる変数である。したがって y、(1－ y )は、それぞれ Yes、
Noと答えた時を表している。 
以上を踏まえ、対数尤度関数が最大になるように、α, β, bidβ を求めるロジット分析を行った。
この係数推定値の下で、環境改善後と改善前の間接効用関数を indifferent にする T が求められ、
この Tの分布関数の中央値または平均値としてWTPが推計されている。 
 
                                                     
























表 3 WTAの質問に対する回答状況 
提示額（％） 提示数 容認  容認しない 
1％(電気 70円に相当)  53 11(20.8%) 42(79.2%) 
3％(電気 210円)     51 17(33.3%) 34(66.7%) 
5％(電気 350円) 48 12(25.0%) 36(75.0%) 
7％(電気 490円) 48 11(22.9%) 37(77.1%) 




















く企業にやらすべきだ」、という思想または観念の表明（addressing the embedding problem ;栗山
訳〔1997〕＝包含効果）を排除できなかった可能性もある(NOAA Report〔1993〕を参照)。むろ























     Coeff.     Std. Err.      t-ratio      P-value
定数項 -1.993920 1.284440 -1.552370 0.121
提示額 0.111188 0.222019 0.500804 0.617
gender 0.386084 0.334499 1.154220 0.248
age 4.17E-03 8.22E-03 0.506795 0.612
income 7.08E-03 0.032862 0.215519 0.829
Log likelihood function -113.694
 11
表５ WTPの質問に対する回答状況 
提示額（％） 提示数 賛成 反対 
1％(電気 70円、水道 48円)  52 42(80.0%) 10(20.0%) 
3％(電気 210円、水道 144円)     49 32(65.0%) 17(35.0%) 
5％(電気 350円、水道 240円) 46 31(67.4%) 15(32.6%) 
7％(電気 490円、水道 336円) 49 28(57.0%) 21(43.0%) 















    中央値 平均値 
   支払意志額     417     681 






泥等の産業廃棄物のリサイクルに対して払ってよいとされる支払意志額は、中央値で 47 億 5380





     Coeff.     Std. Err.     t-ratio    P-value
定数項 3.643640 1.7884500 2.037310 0.0416189
提示額 -0.604045 0.2611290 -2.313200 0.0207114
gender -0.359708 0.3909010 -0.920202 0.3574670
age -0.237712 0.0963122 -2.468140 0.0135816
income 0.327127 0.2155090 1.517930 0.1290330
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